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原子力災害からの福島復興の加速のための基本指針 

（関連部分の抜粋） 

 

４．事業・生業や生活の再建・自立に向けた取組を拡充する 

 

（１）福島相双復興官民合同チームの体制強化 

 

福島相双復興官民合同チームは、これまでに 4,400を超える事

業者を個別に訪問した。政府が、訪問を通じて収集した声をもと

に新たな支援策を措置し、福島相双復興官民合同チームが事業者

の方々にきめ細かな活用支援を行うことで、事業・生業の再建が

徐々に進みつつある。他方、地域によって復興の状況は異なるた

め、福島相双復興官民合同チームは、今後とも、個々の実情を踏

まえたきめ細やかな対応を粘り強く続けていく必要がある。 

このため、福島相双復興官民合同チームが継続的・持続的に活

動できるよう、その中核である福島相双復興推進機構を福島特措

法に位置付け、国の職員の同機構への派遣を可能とするなど、国・

県・民間が一体となって人員等を手当てすることで、組織の一元

化を図るとともに、平成 29年度以降においても引き続き腰を据え

た支援を行う体制を整える。また、引き続き被災事業者の自立支

援を業務の中心としつつ、まち機能の回復・活性化等のより長期

的な課題についても支援を行えるよう、機能の強化・充実を図る。 

農業分野については、速やかに営農再開ができるように、福島

相双復興官民合同チーム営農再開グループが市町村等を 600回以

上訪問し、集落座談会における営農再開支援策の説明、地域農業

の将来像の策定、将来像の実現に向けた農業者の取組を支援して

いる。 

さらに、今年７月から、福島県・市町村・農林水産省が連携し

て、これまでに被災 12市町村の 500名を超える認定農業者を個別

に訪問し、要望調査や支援策の説明を行う取組を行っている。 

今後、営農再開を加速化するため、農業者への個別訪問活動を

行う体制の強化を図る。 
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（２）事業・生業の再建・自立、生活の再構築のための取組の充実 

 

④ 農林水産業再生のための支援策 

 

国は、福島県の営農再開に向けて、引き続き、福島相双復興官

民合同チームの営農再開グループに参加して、市町村における農

業者の意向把握や地域農業の将来像の策定を支援する。また、そ

の将来像の実現に向けて、除染の進捗状況に合わせた農業関連イ

ンフラの復旧、除染後の農地の保全管理、鳥獣害防止対策、放射

性物質の吸収抑制対策、ため池等の放射性物質対策、農業用機械・

施設のリース導入、新たな農業への転換等を支援する。 

避難指示の解除や帰還困難区域における特定復興拠点の整備等

の状況も踏まえながら、今年７月から実施してきた認定農業者へ

の個別訪問活動のフォローアップと個別訪問する農業者の対象拡

大で丁寧に課題を把握し、28年度補正予算で措置した個別農業者

の農業用機械・施設、家畜の導入等に対する支援、農地の紹介等

により支援の充実に努める。また、森林・林業の再生に向けて、「福

島の森林・林業の再生に向けた総合的な取組」1に基づき、国は、

県・市町村と連携しつつ、住民の理解を得ながら、生活環境の安

全・安心の確保、里山の再生、奥山等の林業の再生に向けた取組

や、調査研究等の将来に向けた取組、情報発信等の取組を着実に

進めていく。特に、里山再生モデル事業については、地域の要望

を踏まえて、里山再生を進めるための取組を総合的に推進し、そ

の成果を的確な対策の実施に反映する。なお、同事業について、

将来的には、特定復興拠点等整備の進捗等に応じて帰還困難区域

で実施することも視野に入れて検討を進めていく。さらに、木材

の需要拡大と安定供給の確保に取り組む。 

漁業の本格的な操業再開に向けて、簡便・迅速な放射線量検査

体制の確立等の支援を行う。また、水産加工品の新規開発や輸出

促進等に向けた取組を加速する。 

 

 

 

 
                                                   
1 「福島の森林・林業の再生に向けた総合的な取組」（平成 28年３月９日 復興庁・農林水

産省・環境省） 
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（３）風評被害対策等 

 

「風評対策強化指針」2に基づく取組について、各種国際会議等

の場を活用するなど、風評対策を強力に推進するとともに、より

効果的な対策となるよう不断の見直しを行う。その際、国内外の

幅広い者や子どもたちに向けて、廃炉・汚染水対策を含めた福島

の現状や放射線リスクに関する正しい情報提供を積極的に展開す

るとともに、学校における放射線に関する教育の支援を進める。

また、農林水産業における放射性物質対策の支援や諸外国・地域

に対する国による働きかけなど、国外における輸入規制の緩和・

撤廃に向けた取組を、関係省庁が連携して推進する。 

特に、農林水産物等については、生産から流通・販売に至るま

で風評の払拭に必要な支援をすることにより、安全性についての

消費者の正しい理解を促進し、ブランド力を回復する。 

具体的には、生産段階では、生産者の第三者認証ＧＡＰ等の導

入、有機農産物等の環境にやさしい農産物の生産拡大、水産エコ

ラベルの取得、水産物の高鮮度化による付加価値向上などに必要

な取組を支援する。また、農林水産物等の放射性物質の検査、米

の全量全袋検査などの産地の自主検査と結果の公表を支援する。 

流通・販売段階では、販路開拓等に必要なコンサルティングに

よる指導を支援する。また、量販店の販売コーナーの設置、ポイ

ントキャンペーンの実施、商談会の開催等を支援する。 

これらに加えて、流通段階の風評被害の実態と要因の調査と、

その調査結果に基づく適切な措置を行うこととし、その旨を法的

に位置付ける。また、国が県、農業関係団体等と、風評被害の実

態や施策の効果を継続的に検証する体制を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
2 「風評対策強化指針」（平成 26 年６月 23 日 復興庁） 
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（４）農林業賠償等 

 

農林業の営業損害・風評被害への賠償等については、本年９月

の東京電力による素案の提示以降、地元農林業関係者が見直しの

要望を行うとともに、本年 11月には、与党での検討を経て、自由

民主党東日本大震災復興加速化本部長からも、国及び東京電力に

対して見直しの申入れ3が行われている。以上のような状況を踏ま

え、損害がある限り賠償するという方針の下、農林業の風評被害

が当面は継続する可能性が高いとの認識に基づき、引き続き適切

な賠償を行うよう、国は東京電力に対して指導を行う。また、国

による営農再開支援や風評払拭に向けた取組に対して、東京電力

が適切に協力するよう指導を行う。 

 

 

 

 

６. 国と東京電力がそれぞれの担うべき役割を果たす 

 

（３）東京電力等による取組について 

東京電力は、これまでにも、国等による復興推進に向けた取組に

呼応して、帰還に向けた家屋清掃や除染・中間貯蔵への協力等の取

組を行ってきたところであるが、今後とも、事故の当事者としての

責任に鑑み、復興のステージに応じた貢献を続けていくことが求め

られる。同社に対しては、従来の取組をより充実させるとともに、

復興拠点等の整備やまちづくり会社による取組への人的貢献、福島

相双復興官民合同チームによる営農再開や生きがい創出への支援

等の取組への人的・資金的貢献を行うよう求めていく。 

 

                                                   
3 「福島第一原子力発電所事故からの農林業再生に係る申入れ」（平成 28年 11月 30日自由

民主党東日本大震災復興加速化本部長） 


